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午前１０時０１分 開 議

○議長（三浦利通君） 皆さん、おはようございます。

これより、本日の会議を開きます。

議事に入る前に、市長より発言の申し出がありますので、これを許します。菅原市

長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） 皆さん、おはようございます。

本日の議事に入ります前に、貴重なお時間をお借りしまして、２月２８日からの暴

風による被害状況について、ご報告申し上げます。

昨日、低気圧の接近に伴い、暴風・高潮等による災害の発生が懸念される状況で

あったことから、同日午後４時に災害対策警戒部を設置いたしました。

この暴風に伴う、昨日現在の被害状況につきましては、一般の建物では、住家４棟

と非住家２棟で屋根の剥離等の被害が発生し、被害総額については現在調査中であり

ます。

以上、ご報告申し上げます。

○議長（三浦利通君） 本日の議事は、議事日程第３号をもって進めます。

日程第１ 一般質問

○議長（三浦利通君） 日程第１、一般質問を行います。

質問通告書によって、順次質問を許します。

９番進藤優子さんの発言を許します。９番進藤優子さん

【９番 進藤優子君 登壇】

○９番（進藤優子君） 皆様、おはようございます。また、傍聴席の皆様、悪天候の

中、大変にお疲れ様でございます。

それでは、通告に従いまして順次質問をさせていただきます。

はじめに、食品ロス削減への取り組みについてお伺いいたします。

まだ食べられる状態の食品が捨てられてしまう、食品ロスの削減については、一昨

年の定例会でも取り上げさせていただきましたが、県内一ごみの排出量が多い本市の
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ごみの減量化につながっていくことを願いつつ、再度、本市の現状と課題を含めて、

今後の取り組みについてお伺いいたします。

２０１６年４月、新潟市で開催された「Ｇ７農業大臣会合」の宣言においても、食

料の損失及び廃棄が経済、環境、社会において非常に重要な世界的問題であると明記

されました。食品ロスについては、農林水産省において全国的な傾向を調査し、把握

しており、平成２６年度推計では、日本全体で２，７７５万トンの食品由来の廃棄物

が排出され、このうち、本来食べられるのに廃棄されているいわゆる「食品ロス」

は、年間６２１万トンとされています。

食品ロスには、一般家庭から排出されるものと食品関連産業から排出されるものが

あります。国では、食品リサイクル法に基づき、食品関連業者２６業種に対し、平成

２６年４月１日から平成３１年３月３１日までを期間として、食品廃棄物の発生抑制

の目標値を努力目標として設定しています。食品ロス削減の取り組みを進めるにあた

り、まず大事なことは実態の把握であり、削減目標や基本計画といった推進体制を

しっかり構築することが必要だと考えます。

京都市では、自治体としての削減目標を決めて、平成１２年度には１０万トン近

かった食品ロスを、平成２５年度には６万７，０００トンと大きく減らしました。こ

れに伴い、年間１０６億円のごみ処理費用の削減を達成し、平成３２年度までに、さ

らに２５パーセント削減する目標を設定しているようです。取り組みの内容として

は、例えば４人家族で出る年間の食品ロスは、平均、お金にして６万５，０００円の

負担になるなど、具体的な数字を示しての啓発活動、また、食材を使い切るなどの工

夫をした飲食店・宿泊施設には、認証して顕彰することも始めたそうです。そうした

事業系については、事業者への表彰や顕彰、また、フードバンクとの連携強化、家庭

系ロスについては、しっかりと目に見える形での啓発活動を実施していくべきではな

いでしょうか。

フードバンクとは、包装の破損や印字ミス、消費期限が近づいたなどといった理由

から、品質には問題がないにもかかわらず破棄されてしまう食品・食材や余剰生産物

を、食品関連業者などや生産者から引き取り、必要としている福祉施設や団体、困窮

世帯などへ無償で提供する団体や活動です。こうしたフードバンクとの連携強化も必

要ではないでしょうか。
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そこで、本市の食品ロス削減の取り組みについて伺います。

「全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会」への参加や、「３０・１０運

動」のテーブルトップやコースター、食べきり運動のチラシやポスター等を市内の飲

食店に配布し、啓発活動に協力をいただくなどの取り組みを推進すべきと考えます

が、いかがでしょうか。

また、食品ロス削減の取り組みを進めるにあたり、削減目標や基本計画といった推

進体制をしっかりと構築し、具体的な数字を示しての啓発活動や、食材を使い切るな

どの工夫をした飲食店や宿泊施設には、事業者への表彰や顕彰、家庭系ロスについて

は、目に見える形での啓発活動を実施していくべきと考えますが、いかがでしょう

か。

フードバンクとの連携は、食品ロス削減だけではなく、生活困窮者の自立支援に果

たす役割も大きいと思います。市が後押しをして、食品関連事業者や生産者、各家庭

から持ち込まれた食品を、いつでも受け取れるよう、決まった場所に「フードボック

ス」を設置し、活動をサポートしていくべきと考えますが、見解を伺います。

次に、消防団の機能強化と地域防災力の充実についてお伺いいたします。

２３年前の阪神・淡路大震災では、地域防災の柱である消防署や消防団の対応力を

はるかに超えた家屋倒壊や火災が発生し、救助活動の主体は、自力、家族、隣人など

が約９８パーセントを占めました。その後も、間もなく７年を迎える東日本大震災や

熊本地震のほか、台風被害、水害など大規模災害が続き、消防団員は本来の任務であ

る消火・救助活動以外にも、避難誘導や情報収集など多様な役割を担うことになりま

した。しかし、地域防災力のかなめとして消防団の重要性が増す一方で、人口減少や

高齢化に伴い団員数が各地で減少している中、消防団が通常の活動を担う基本団員だ

けでこうした役割拡大にまで対応することは困難です。昨年末に消防庁の検討会が市

町村に設置を提案した、大規模災害団員の導入に本腰を入れて取り組む必要があるの

ではないでしょうか。

大規模災害団員の導入は、災害時の消防団の役割が多様化する中、今後発生する大

規模災害において、通常の団員（基本団員）だけでは十分に対応できない事態に備え

るためです。消防団員数は、１９５４年の約２００万人をピークに、１９９０年には

１００万人を割り、昨年は約８５万人まで落ち込みました。
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総務省消防庁の有識者検討会が自治体に行った消防団の実態アンケートによると、

「大規模災害を想定した場合に、現在の団員数で対応できるか」との問いに対し、

「不足している」という回答が全体の７１パーセントにも上りました。

大規模災害団員は、大規模災害の発生に伴って新たな業務が必要となったり、人手

不足に陥った場合に限って出動します。これなら、遠隔地に通勤し、日常の消防団活

動が難しい人でも参加できます。具体的な任務としては、災害情報の収集と住民への

伝達、安否確認、避難誘導、避難所の運営支援などが想定されます。地元の事業者に

勤める人が大規模災害団員になれば、雇用主の許可を得て事業所の重機を使ったがれ

きなどの除去も期待できます。どれも基本団員と同様に、土地勘が必要な任務であ

り、地元を知り尽くしている人材が必要だと思います。

このように消防団参加のハードルを下げることで、基本団員としての入団が難しい

場合でも、大規模災害団員として希望者を広く募ることも可能ではないでしょうか。

このような出動と役割を限定された消防団員は、２００５年に機能別消防団員として

設けられ、既に成果を上げています。消火・救助活動ではなく、広報や防災イベント

支援などで、特技を生かした活動をしています。２００９年の約５，４００人からふ

え続け、２０１７年には約１万９千人になりました。この中には、大規模災害のとき

にだけ出動する人もいます。今回の大規模災害団員の制度も、機能別団員の考え方が

基本になっています。

愛媛県松山市では、大規模災害時の情報収集体制を整えるため、市内の郵便局員で

構成する機能別消防団として「郵政消防団員」を導入しています。郵便局員は、日ご

ろの集配業務などで地域の現状や道路事情に精通していることから、協力を要請。災

害情報の提供や避難誘導、災害者の応急手当を行うこととしております。

本市においても、発生が懸念される大規模災害に備えた消防団の機能強化と防災体

制の強化に向けて、大規模災害団員を導入すべきと考えますが、見解を伺います。

次に、本市の消防団の各分団の装備品については、２０１３年１２月の消防団を中

核とした地域防災力の充実強化に関する法律の施行に伴い、２０１４年２月に消防団

の装備の基準の一部改正があって以降、段階的に整備していただいておりますが、有

事で出動の際、整備していただいた装備品を消防車両に積むことができないというの

が現状のようです。一刻を争う中、効率よく活動できるような消防車両の整備はでき
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ないものかについて伺います。

次に、心肺蘇生教育の推進及び危機管理体制の整備についてお伺いいたします。

突然の心肺停止から救い得る命を救うためには、心肺蘇生・ＡＥＤの知識と技能を

体系的に普及する必要があり、学校での心肺蘇生教育はその柱となるものです。

我が国では、平成１６年に市民によるＡＥＤの使用が認められて以降、急速にその

設置が進み、ＡＥＤの使用によって救命される事例も数多く報告されています。しか

しながら、いまだなお毎年７万人に及ぶ方が心臓突然死で亡くなっており、学校でも

毎年１００名近くの児童・生徒の心停止が発生しております。その中には、平成２３

年９月の、さいたま市での小学校６年生の女子児童が亡くなった事故があります。現

場にいた９人の先生たちは、心肺蘇生の講習を受けていたにもかかわらず、ＡＥＤを

使用することができませんでした。この反省を踏まえて、心肺蘇生のガイドラインが

見直され、「迷ったら心肺蘇生をスタートする」となりました。

そのような状況の中、既に学校における心肺蘇生教育の重要性についての認識は広

がりつつあり、平成２９年３月に公示された中学校新学習指導要領保健体育科の保健

分野では、「応急手当を適切に行うことによって、傷害の悪化を防止することができ

ること。また、心肺蘇生法などを行うこと。」と表記されているとともに、同解説で

は、「胸骨圧迫、ＡＥＤ使用などの心肺蘇生法、包帯法や止血法としての直接圧迫法

などを取り上げ、実習を通して応急手当てができるようにする。」と明記されており

ます。しかしながら、全国における教育現場での現状を見ると、全児童・生徒を対象

にＡＥＤの使用を含む心肺蘇生教育を行っている学校は、平成２７年度実績で小学校

で４．１パーセント、中学校で２８パーセント、高等学校でも２７．１パーセントと

非常に低い状況にあります。

本市においても、児童・生徒、教職員に対する心肺蘇生とＡＥＤに関する教育を普

及推進するとともに、学校での危機管理体制を拡充し、児童・生徒の命を守るための

安全な学校環境を構築するべきだと考えます。本市の小中学校における児童・生徒へ

の心肺蘇生教育の現状と今後の方向性、また、学校内に設置されているＡＥＤの設置

場所について伺います。

さらには、教職員へのＡＥＤ講習の実施状況など、今後の具体的な取り組みについ

て伺います。
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以上、１回目の質問といたします。

○議長（三浦利通君） 答弁を求めます。菅原市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） 進藤議員のご質問にお答えします。

ご質問の第１点は、食品ロス削減への取り組みについてであります。

市では、ごみの減量とともに資源の有効活用のため、家庭では食品を食べきれない

ほど購入しないことや、余った食材の活用など、排出削減意識を高めることが重要と

位置づけ、広報などで啓発活動を行っているほか、市職員が率先して飲食店で残さず

食べる運動「３０・１０運動」による食品ロス削減に取り組んでおります。

今後、喫緊の課題であるごみの減量化に向けて、食品ロス削減の取り組みはさらに

推進する必要がありますが、市民により広く食品ロス削減が浸透するため、おいしい

食べ物を適量で残さず食べきる運動を推進する自治体で構成する「全国おいしい食べ

きり運動ネットワーク協議会」への参加や、具体的な周知活動などの手法について検

討してまいります。

次に、フードバンクとの連携についてであります。

県内では、「一般社団法人フードバンクあきた」が活動しております。同法人と連

携し庁舎内にフードボックスを設置している近隣自治体の状況等を調査し、フード

バンクとの連携について検討してまいります。

ご質問の第２点は、消防団の機能強化と地域防災力の充実についてであります。

まず、大規模災害団員の導入につきましては、消防団のみならず、自主防災組織等

との適切な役割分担と連携が必要不可欠であります。

本市では、自主防災組織の充実強化、対応能力の向上を図るため、防災リーダー講

習会の開催や、地域における災害を想定した防災訓練の実施を促進するとともに、消

防団との連携体制の構築に努めているところであります。現在、男鹿市消防団幹部会

議において、特定の任務に従事する機能別団員の導入について協議を進めております

が、大規模災害団員につきましては、自主防災組織と活動が類似するため、まずは制

度の研究に努めてまいります。

次に、効率よく活動ができるような消防車両の整備についてであります。

市では、平成２６年２月に消防団の装備の基準が改正されたことから、救助活動用
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資機材、夜間活動器具等の整備拡充を図り、主要装備品であるチェンソー、発電機、

投光器については、各分団の中核となる地区に配備しております。消防車両につきま

しては、消防施設年次整備計画に基づき、設置後１５年をめどに更新しており、今年

度更新する普通小型動力ポンプ積載車には、配備されている資機材が積載できるよう

整備しているところであります。

今後も、迅速な消防団活動ができるよう、消防力の充実強化に努めてまいります。

なお、心肺蘇生教育の推進などに関する教育委員会が所管するご質問につきまして

は、教育長から答弁いたします。

以上です。

○議長（三浦利通君） 鈴木教育長

【教育長 鈴木雅彦君 登壇】

○教育長（鈴木雅彦君） おはようございます。

教育委員会の所管にかかわるご質問にお答えいたします。

ご質問の第３点は、心肺蘇生教育の推進及び危機管理体制の整備についてでありま

す。

まず、学校における児童・生徒への心肺蘇生教育の現状と今後の方向性についてで

あります。

本市の小・中学校における児童・生徒への心肺蘇生教育の現状については、小学校

では、今年度、６校のうち４校が実施しており、このうち全児童を対象に実施した学

校は１校であります。主に保健の授業で応急手当や心肺蘇生の学習を実施し、このう

ちＡＥＤの使用を取り上げた学校は２校であります。また、男鹿地区消防署員を講師

として招き、ダミー人形を使って心肺蘇生の実習を行った学校もあります。

中学校では、現行学習指導要領において２年生の保健分野の学習で心肺蘇生法やＡ

ＥＤの使用を扱うこととなっており、４校すべてで実施しているほか、２校が全生徒

を対象に救急法についての講習会を行っております。

心肺蘇生教育は、命の大切さや命を守ることを学ぶ上で大事な内容であることか

ら、今後も児童・生徒の発達段階に応じ、男鹿地区消防署など関係機関との連携を図

り、より実践的な取り組みを推進してまいります。

次に、ＡＥＤの設置場所についてであります。



- 78 -

ＡＥＤは全小・中学校にそれぞれ１台設置しており、屋外で事故が発生した場合に

も迅速に対応できるよう、各学校では１階の玄関ホールや保健室、職員室前に常備し

ております。

次に、教職員へのＡＥＤ講習の実施状況と今後の取り組みについてであります。

本市では、平成２１年に全小・中学校にＡＥＤを設置して以来、教職員がＡＥＤの

使用方法について講習を行ってまいりました。今年度は、小学校２校とすべての中学

校でＡＥＤ講習を実施しております。また、男鹿南中学校では、コミュニティ・ス

クール活動の一つとして、男鹿地区消防署員を講師に招き、地域との合同防災教室に

おいて、教職員と全生徒、参加した地域の方々を対象にＡＥＤ講習を実施しておりま

す。

今後も、教職員を対象とした講習はもとより、地域との合同防災教室などの機会に

おいても、ＡＥＤ講習の実施について各学校に呼びかけてまいります。

○議長（三浦利通君） 再質問、進藤優子さん。

○９番（進藤優子君） それでは、順次再質問に入らせていただきます。

食品ロス削減の取り組みということで、ごみの減量化につながっていくということ

で、市長もまず前向きにこう考えていらっしゃって、今、広報等での啓発っていうの

がまず一番メインになっているのかなというふうに思います。また、宴会でも３０分

はまず座って食べてくださいと、 後も１０分はということを呼びかけていただいて

おりますけれども、現実それがごみの削減に、幾らかずつは減ってきているというふ

うなお話をお聞きしますけれども、なかなか家庭にまでは及んでいないのかなという

感じがしておりますけれども、先ほど言った「全国おいしい食べきり推進ネットワー

ク協議会」への参加も検討ということでございましたが、これまでいろんな自治体、

今というか３月２９日現在で全国で３１９の自治体が参加をして進めて、いろいろそ

の自治体によっていろいろな取り組みを進めていただいているんですけれども、まず

秋田市では、もったいないアクションということで、いわゆる「３０・１０運動」の

「食う～べえタイム」っていう形を設けたりとか、食べきりポップとか立て札とか、

その啓発を進めているっていう部分と、あと、もったいないアクション協力店ってい

うことで、それに協力いただいてるお店を掲示してるっていうか、マークを張ってい

ただいてるとか、そういった活用をしていたり、また、いろんな自治体でいろんな取
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り組みがあるんですけれども、札幌市では、日曜日は冷蔵庫お片づけっていうこと

で、１週間の余った食材というか、使いきろうという形でパンフレットを配布してい

ただいたりしながら、食べきろうという形で進めていただいたりとか、各自治体に

よっていろんな形で推進はいただいているものですけれども、岐阜市でも「３・３プ

ロジェクト」ということで、３きりキャンペーンっていうことで、「食べきり」、「使

いきり」、「水きり」とか、こんな絵を入れたチラシを配布したりとか、「３Ｒクッ

キング」ということで、「リデュース」、「リユース」、「リサイクル」っていうこと

で、そういったことでごみを減らしていきましょうとかという運動を、あちこち全国

どこでもまずごみを減らそうということで今進めていただいております。

まず本市においても、これから啓発活動とかいろんな部分で進めていっていただけ

るものだと思いますけれども、生ごみっていうのが水きりすると随分ごみが減るって

いうことで、去年の何でしたか、お配りいただいた、ちょっとど忘れしました、ねん

りんピックでなくて、そこで水きりの何か簡単にできるような、このプラスチックの

ようなもので、ビニール袋に入れたものをそれを使って水を切るというふうなもの

を、啓発活動してお配りいただいたというようなこともあって、実際見せていただい

たんですけれども、そういったものを活用しながら、同じごみでも水を切るとこれだ

けできるとか、減るんだよとかっていうことを、皆さんに知っていただくということ

がまず大事なことなのかなというふうに思いますので、その啓発活動というのをどん

どん進めながら、ごみの減量化に努めていっていただきたいなというふうに思ってお

ります。

きょねんですか、「輝け男鹿の未来プロジェクト」っていうことで、子どもたちの

ごみの減らすことについての研究をした発表を見せていただきましたが、すばらし

い、多分市長もいらっしゃってたので感動する部分がたくさんあったと思うんですけ

れども、それ、コミュニティ・スクールからの発信だったりとか、広報でも確かに発

信はいただいておりましたけれども、それ見た方がじゃあそれを実践できるかってい

うと、そこのところにやっぱり課題があるのかなというふうに思いますので、皆さん

がこうすれば減るんだっていう意識が一人ずつできていくことによって、食品のロス

削減にもつながっていくのかなというふうにも考えますので、ぜひともみんながそう

できるような啓発であったりとか取り組みを進めていただければと思いますが、その
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辺についてのお考え方をもう一度お伺いしたいと思います。

フードバンクについての、近隣で設置しているところもありますので、そういった

ところもまず検討していくっていうふうな今答弁いただきましたけれども、これ、ご

みを確か減らす部分以外にも、生活困窮者とのつながりであったりとか、社協とのつ

ながりっていう意味でも、広くこうやっぱり進めていくことによって、ごみを減らし

ながらそういった方々へもっていう部分であると思いますので、ぜひとも、ＮＰＯの

あきたフードバンク以外にも、生協でやってるコープのフードバンクであったりと

か、助け合いネットとかいろんな部分でこういった活動をされてる方がおりますの

で、そういった方々と連携をぜひとっていただきながら、その食品ロス削減につなが

る取り組み、また、フードボックスをもし設置していただけるのであれば、連携とり

ながら早めに、そしてまた生活困窮者の方々に行き渡るような仕組みっていうのをつ

くっていただけるといいのではないかなと考えますけれども、その辺についての考え

方ももう一度お伺いしたいと思います。

消防団についてでございますが、大規模災害団員の導入については自主防災組織と

の類似する点が数多くあるということでございましたけれども、災害に備えての部分

でありますので、自主防災組織がその部分を担っていただけるのであればそれは一番

いいことなのかもしれませんけれども、さっき言った郵政消防団員のほかにも、男鹿

でも協力の会社とかいろいろ、２０何団体でしたか、ございまして、そういう、何か

あった場合に協力していただける企業とかもあるんですけれども、何か例えば大きな

災害があった場合、これ重機を所有する企業の従業員が団員となって、例えば土砂崩

れであったりとか、重機とともに出動して人命救助にあたる機構分団というのを設置

してるようなところも、重機を扱う人たちを専門にっていうような分団を設置してる

ような自治体もあります。男鹿市でも協力いただいてる会社で重機を扱ってる会社等

ありますので、大規模災害は、ないに越したことはないんですけれども、いざという

ときにそうやって出ていただけるっていうようなそういった機能別っていうのは、い

ろんな形での機能っていうのがあると思いますので、そういったこともお考えいただ

きながら万全の体制をとっていただきたいと思いますので、その辺ももう一度考え方

をお伺いしたいと思います。

後に学校のＡＥＤの設置状況とか、今先ほど教育長の方からお伺いいたしました
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けれども、全国平均よりは非常に進んだ取り組みをしていただいているなということ

で、ありがたいなというふうに思いました。このＡＥＤのこと、今回あれですけれど

も、私取り上げさせていただいたんですけれども、この平成２３年に亡くなった子ど

もさんがいらっしゃるということだったんですけれども、そこに先ほどもちょっとお

話ししました、９人の先生たちがいたんですけれども、この子どもが倒れたのが駅伝

の屋外練習中、外でやってるときですね、練習中に倒れて亡くなられた明日香さんっ

ていう子どもさんなんですけれども、倒れた直後に、まず、けいれんとか死戦期呼

吸っていって、ゆっくりあえぐような呼吸をするっていうので、見ていた、そばにい

た人が９人いたんですけれども、その心臓が止まっているっていうその判断ができな

くてＡＥＤが使えなかったっていうふうなことがわかったっていうことがあるんです

けれども、埼玉県では、この方が亡くなったことによってＡＥＤ教育が大事だなって

いうことで、対外活動時における自校対策テキストって、「明日香モデル」というの

を作成して、これに沿って学校での心肺蘇生法であったりとかＡＥＤの使い方って

いった部分を、非常にこう、それから毎年取り上げていただいているようでありま

す。先般、ＮＨＫのニュースとかでもありましたけれども、山口県で駅伝大会で倒れ

た方が、たすきを渡した後、６０代の方が倒れて、そこの区画を一緒に走っていた中

学生が倒れたのを見て、近くの施設にＡＥＤを取りに走って、その間に救急隊の方々

が心肺蘇生っていうか心臓マッサージとかをやっていただいてて、そこにＡＥＤが届

いて、その方は無事に命を救われたっていうふうなこともあったようです。その中学

生が何でその施設に走っていくことができたかっていうと、やっぱり学校でＡＥＤの

講習を受けていたっていうことで、あっ、これは絶対必要だなっていうことで走って

いって助けることができたんだよっていうふうなインタビューを見たんですけれど

も、私もＡＥＤを何回か使ってっていうか、使う場面に、場面でないですね、訓練と

かで使ったりとか、いろんな何回か使ってるんですけども、その都度また、間隔短く

やるものではないので、その都度、あれどうだったかなというふうな感じで思う部分

があるわけです。そういったことを子どもたち、まず万が一の場合に、その中学生が

そうであったように、あっ、これはっていうことで、そういった形で動けるような

方々が、みんながそうであっていただければいいなということで、今回これお話しさ

せていただいた部分がございますので、この後、また定期的な形で、１回っていうこ
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とではなくて、毎年であったりとか、時間的な部分もあると思うんですけども、そう

いった形で命を守る講習というか、そういうものを続けてぜひいただきたいなという

ふうに思っております。

先ほど、ＡＥＤの設置が屋外でもできた、できる、すぐ届けれるようにということ

で１階職員室前とかっていうことでございましたけれども、その設置場所が、例えば

体育の時間帯とかを想定した場合、保育館なのかなっていうふうにも思いますけれど

も、運動場に近いのはじゃあ体育館からだと近いのかっていうこともありますけれど

も、設置場所がじゃあそこでいいのかっていうことももう一度ご検討いただきなが

ら、体育館の設置が一番いいのか、私もちょっとそこら辺は、一番いい場所はわから

ないんですけれども、そこら辺もちょっとご検討いただきながら考えていただけたら

なと思いますが、その辺についてももう一度お伺いいたします。

○議長（三浦利通君） 菅原市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） 進藤議員の質問にお答えします。

ごみの減量化についてですけども、私も非常に感心を持ってます。もったいない運

動っていうのは、昔よく言われましたけども、やっぱり物に感謝していただくと、そ

ういうことは極めて大事なことだと思ってます。道徳的にね。それも含めて、そして

また、議員がおっしゃるように京都市のような数値目標を掲げてやっていければいい

なと思ってます。ただごみだけじゃなくて、私は大事なことは、この切り口は住民

みんなが行政に参加していくと、そういう意識を持てることだと思ってます。自分た

ちが頑張れば、こういうふうに改善できるんだと、こういうふうに削減して、市の財

政にも貢献できるんだと、そういうことを見れるいい効果があると思ってます。だか

らこのことが、やっぱり健康づくりとか、これからの男鹿市の行政についていろんな

シナジー効果が出ていくということを思ってます。先ほど言われたように、子どもた

ちの「輝け男鹿のプロジェクト」は非常に感動しました。子どもたちが真剣に取り

組んでくれる。結局、大人がもっと見習わなきゃだめだなと、そういう感じを受けま

した。

フードバンクのことについても、先ほども申し上げたとおり、検討していくことだ

と思ってます。



- 83 -

次の消防団のことですけども、私はいつも言ってるように、消防団というのは、た

だ消防と防災だけじゃなくて、いろんなその地域に対して、いろんな活躍の場があ

るんだということを言ってます。そしてまた、この消防団についても、先ほど指摘さ

れましたように、郵便局の職員から協力を仰ぐこととか、それから建設業者の方々か

ら協力を仰ぐとか、いろんな切り口があることもまたわかりましたので、そのことも

含めて考えていきたいと思ってます。

確かに、自主防災組織が男鹿市は充実してますので、一軒一軒どういう家族構成だ

かと、そこまでみんな知ってくれてる人もいますけども、また郵便局の方はまた違っ

た目線からの活動もできますし、そしてまた、東日本大震災のとき、やっぱり一番早

く地元の警戒っていいますか、道路の警戒作業にあたったのは地元の建設業者だと、

そういうことを聞いてます。地域のことよくわかってて、重機を持ってると、そうい

う組織化も大事だと思ってますので、もう一度よく検討して、その対応をするように

しますから、ご指摘は十分に受けとめております。よろしくお願いします。

○議長（三浦利通君） 鈴木教育長

【教育長 鈴木雅彦君 登壇】

○教育長（鈴木雅彦君） ＡＥＤの設置場所についてお答えいたします。

先ほど答弁いたしましたように、各学校では１階の玄関ホール、あるいは保健室、

職員室前に設置しておりますけども、実際にＡＥＤを使うような状況が発生する場合

を想定した場合に、体育館ですとかグラウンド、あるいはプールというところが想定

されるわけでありますが、やはり第一番に使用する教員にとって一番近い場所に設置

するのが一番効率的だということで、こういった場所に設置してるわけでございます

が、体育館等も含めまして、設置場所については、やはり保健室ですとか職員室前と

いうところが一番よろしいかなと思いますけども、いざというときに体育館も含めて

すぐに動けるようなそういう体制を常時とれるということも含めまして、学校の方で

は危機管理マニュアルを作成しておりますけども、そういった流れがいざというとき

にスムーズに行動に移せるように、もう一度学校の方で確認をしていきながら、設置

場所についても、玄関ホール、保健室、職員室前ということで、どの教員もしっかり

設置場所について把握しているということを、こういったことも含めてもう一度確認

をしていきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。
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○議長（三浦利通君） さらに、進藤優子さん。

○９番（進藤優子君） 食品ロスに関しては、市長も今おっしゃいましたように、もっ

たいないというものをありがとうにつなげていくような取り組みをぜひ推進していた

だければと思います。

先ほど１点だけ聞き忘れました。消防団の消防車両のことなんですけれども、こ

とし配備するものについては、いろんなものが積めるような形にしていただけるとい

うような形のお話がさっきあったんですけれども、実は、きょねんの１１月でした

か、船川であった火災の際に、やはり消防車両に機材を積むことができなくて、いっ

たん戻ってまた取ってきたというようなお話を伺いました。消防車両っていうのは、

１５年を経過したものが更新されていくっていうことだったので、全部一気にという

わけにはいかないと思いますし、また、整備していただいてもすべてのものを積み込

めるという形にはやっぱりならないのかなというふうに思います。あちこちの消防団

の方にお話を伺ったところ、積めない機材は、もう一台車を出してそこに積んで走っ

てるんだよっていうところもございましたし、そういう対応がないんだよっていうと

ころもありました。まず、いざというときに、すぐにそういった体制ができるような

各分団、その取り組み、まあ常に出れる人が何人って限られてるわけではないので、

そういったすべてのことに対応っていうのは難しいのかもしれないんですけれども、

いざとなったときに、せっかくあるものが使えないということが一番ちょっと問題な

のかなというふうには思いますので、例えば車を出していただいて、その車に対して

出していただいたものに対して幾らお支払いしてるというところもあるというふうに

伺いましたので、そういった形での整備も進めていただきたいなと思いますので、そ

の１点だけお願いいたします。

○議長（三浦利通君） 船木総務企画部長

【総務企画部長 船木道晴君 登壇】

○総務企画部長（船木道晴君） お答えします。

確かに装備品について、特に軽自動車でありますと１台にすべてを積むというのは

ちょっと困難なわけでございますので、そういう意味で、そういう軽自動車しか配備

されていない分団につきましては、例えば２台に分けて積んでいくというようなこ

と。普通車であれば、おおむね１台に積み込みが可能というふうに考えてございます
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が、１４分団ございますけれども、普通車で配備されているのが１０台ということ

は、まだ配備されてない分団もございます。これにつきましては、市長もお答えして

おりますように、年次整備計画に基づいて更新の際には十分それらも考慮しながら整

備をしてまいりますので、それまでの間は、今申し上げましたように各分団からご協

力をいただきながら、２台に積むというような方法もとりながら対応していきたいと

いうふうに考えております。

○議長（三浦利通君） ９番進藤優子さんの質問を終結いたします。

次に、２番三浦一郎君の発言を許します。

なお、三浦一郎君からは一問一答方式によりたいとの通告がありますので、これを

認めます。２番三浦一郎君

○２番（三浦一郎君） 皆さん、おはようございます。少し鼻風邪気味で聞きにくいと

ころがあると思いますが、よろしくお願いをいたします。

それでは、通告してありますので、順番に質問をしたいと思います。

まず１点目は、新農業委員会法での対応のことについてであります。

前回の昨年１２月議会での私の質問に対し、市長を主体にして次のような答弁があ

りました。「正直な話、評価委員会から提示を受けた三つの案というのはあったかど

うかは記憶は定かではないんです。もしあったとしても、自分はもう「オール男鹿」

で全体的な新しい農業に取り組みたいと、そういう判断でこういうことを決めさせて

いただきました。」、もう一つあったのは、特徴的なのはですね、「新しい制度の農業

委員は、限られた区域に定数を設けることはあってはならないと。ただし、農地利用

適化推進委員を置かない市町村においては、ある程度考慮することも必要だろうと

いうことはアドバイスを受けておりました。これからの農業委員は、やはり地区を限

定しない、むしろ男鹿市全体の農地を限られた定数で考えていく必要があると言われ

ております。」の云々というものであります。

しかし、新農業委員会法を見ると、条文の文言で規定されているのは、一つは、農

業者の数と農地面積を基本に、その他の事情考慮して農業委員の定数は定めるという

ことと、二つ目としては、農業委員が農地利用 適化推進委員業務を兼任することに

なるところは、その事務を各農業委員にその担当する区域を定めなければならないと

している、この二つのみであります。アドバイスがあったという農地利用 適化委員
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事務の地区指定は、そうすればどのようになってるのか。実体は余り見えてないと思

いますし、曖昧で合理的な意味に欠ける言い訳答弁に過ぎないのではないかと思いま

す。

したがって、まず１項目めとしては、農業委員全員で地区を定めず回る活動という

ことを話をしているようですが、実際の活動はどういうことでされているのか。それ

から、旧来のですね選挙での選出の時代の活動に比べて、どういうことで違っている

のか、まずその点をお伺いします。

それから、２項目めとしては、兼務の形で新しくできた農地利用 適化推進委員と

しての活動についてでありますけれども、この事務を担当する地区などを指定するこ

とが新しい農業委員会法では定められております。現在、それではこの運用はどうい

うことになってるのか、これについてもお伺いをしたいと思います。

３項目めは、地区バランスを欠いた農業委員配置への改善策についてであります。

農家から具体的に市長へは苦情は来てないという答弁がありましたが、私が耳にして

いるポイントは三つがあります。まず１点目は、現役の農業委員からでありまして、

ほかの地区を回るのは、なじみも不慣れで、土地勘も薄く、あまり合理的でないので

はないのかなと。そして、船越はいないんだから１人ふやせばいいのにと、こういう

言い方も率直にされていました。それから、二つ目は、現場の各地の農家からの声で

あります。なぜ船越地区からだけ農業委員を選ばなかったのか。これは随分あちこ

ち、男鹿市内の農家から大体そういう声があります。そして、具体的な船越地区の農

家とかグループの皆さんからは、せめて他地区選出の農業委員と一緒に回る人を船越

地区から配置してもらえればよいのですがとの要望の声です。この三つがあります。

ことしからですね国からの直接交付金はなくなり、減反への国の関与も廃止される

など大きな農政の変革期にあって、特別に都市化が進む船越地区では、この先２年半

近くも差別扱いで農業委員もいないことでは、農業とはほかの時流の流れに遅れてし

まうほか、地域感情や農業版オール男鹿体制からは逆行するものであります。農業委

員会の活動を補助する者を、限定的に次の農業委員の任期までの期間と同じく船越地

区に設置をして、農業は急変していくわけですから、それに対応できる人を 小限１

名は船越に配置をしていく、そういうことが 小限として必要でないかと思いますの

で、改めて方策について伺うものであります。
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２点目です。「健康の駅」活動についてであります。

秋田県は、健康寿命日本一の県を新たに目指すことを宣言し、男鹿市でもロコモテ

ィブシンドローム、いわゆる日本語で言うと運動機能障害症候群的な予備軍のこと

なんですが、そういうものの予防の教室や、高齢者の健康機能の保持を助けるもろも

ろのグループの動きが始まっていると思います。健康の駅は、ＮＰＯ法人地域交流

センターが認証をして全国的に展開されている事業と聞いております。

そこで、１項目めとしては、まず男鹿市内では健康で運動機能低下防止を目的とし

た市民の活動がどういう形で進んできて、現時点での状況の把握はどうなのか。例え

ばグループ数とかそういうことを行っている施設の数とか、参加者数の現状につい

て、まずお聞きしたいと思います。

２項目めとしては、この健康の駅活動は、横手市が１０年以上も前からこの活動に

取り組んでいると聞いております。具体的な取り組みや成果など、把握している内容

がありましたらお知らせいただきたいと、そういうふうに思います。

３項目めは、男鹿市が横手市のような類似のテーマとして取り組み始めていく場

合、どのような課題があって、それらの実現性の考え方についてはどういうふうに思

われているのか、お聞きしたいと思います。

３点目は、市職員定数管理、いわゆる医療職を除く計画についてであります。

行政改革テーマの一つとして、職員定数管理はいつも大きな位置を占め、男鹿市の

人口は２万８千人台に今は落ち込んでおります。業務配置の見直しは、常に必要なこ

とだと思います。

そこで、１項目めとしては、この間発表しました第４次行政改革、２０１８年から

２０２１年の４年間なんですが、区切りよく２０人削減ということで書いてあります

が、どういう部門をどのような考えのもとでこの削減のことを進めていくとしている

のか、伺いたいと思います。

２項目めとしては、前から行政改革は何回も行っております。定員管理は常に取り

上げられたと思います。従来までの削減の考え方と今回の削減の進め方については、

テーマとして何か違いがあるのか、その点がありましたら伺いたいと思います。

３点目としては、正職員の削減と非正規職員の増減についてであります。正職員の

削減は常に行われてきていますが、似たような自治体では、非正規職員の比率が逆に
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年々多くなってると聞いております。男鹿市の実態としては、正職員は削減になって

いるけれども、非正規職員は逆にふえてきているのか、それともそちらも削減の方向

なのか。非正規職員もいろいろ部門といいますか、職種の違いもあると思いますけれ

ども、それらに沿った形で増減の実態の状況についてもお聞きしたいと思います。

４点目は、イベント業務にかかわる時間外労働についてであります。

男鹿市は観光地でもあることから、従来からも、市内外の参加も多く来ていただく

ために、交流人口の拡大を目標に各種イベントもさまざまに展開してきたと思いま

す。今は単なる一見の方法のみでなく、繰り返し来ていただくためにも、男鹿の物語

性や人々のきずななども加味して、深掘できる関係人交流へと進化させなければなら

ないということも言われてきております。

１点目として、イベントでは、もちろん男鹿市民のほかにも行政の職員の動きも重

要であります。そして携わる機会も多くなってきております。それらに対応する人員

対策やウィークデイ以外の時間外・休日対応での賃金支払いなどの現状と、従来はど

ういう考え方でそれらに対応してきているのか、まず伺いたいと思います。

次に、今時点での具体的にこれは問題だなと考えてる点をお知らせいただきたいと

思います。

３点目としては、所定外の時間外・休日労働には、男鹿市職員労働組合との十分な

事前協議と合意は必須条件でありますが、振替休日とすれば、その当日の前に、実行

日以前にあなたは振替休日としていついつ休みたいんですかと、そういう協議が前提

になります。今まではどういう取り組みをして、今回はこれらをどういうふうにして

進めていくのか、考え方と、それから行革の資料にありました数値の効果は３９０万

円ということになってますが、算出の背景の基礎はどういうものから出てきたのか、

お伺いをしたいと思います。

以上発言をして、質問といたします。

○議長（三浦利通君） 菅原市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） 三浦議員のご質問にお答えします。

ご質問の第１点は、新農業委員会法での対応についてであります。

まず、農業委員全員で地区を定めず回る活動についてでありますが、旧来の制度で
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は、１区・２区・３区の選挙区から選出された委員が、それぞれの選挙区を担当地区

として、農地転用の現地確認や農地パトロール等を実施しておりました。新制度に移

行してからは、担当地区を定めることなく実施しており、農地転用の現地確認では、

船越地区を払戸と脇本の委員が確認し、北浦地区を北浦と五里合の委員で確認するな

ど、広域的に活動しております。

また、農地パトロールでは、９月と１１月に船川港地区、北浦地区、男鹿中地区、

若美・五里合地区、船越・脇本地区の５地区に分けて実施しましたが、例えば、船川

港地区では、地区の委員を班長として野石と五里合の委員によるパトロールを実施し

ております。

次に、農地利用 適化推進委員としての活動についてであります。

これまでも答弁しておりますが、農地利用 適化推進委員を委嘱しない農業委員会

は、農地利用 適化の事務について各農業委員が担当する区域を定めることになって

おります。しかし、本市では、大区画圃場の整備が進んだ地域がある一方で、土地改

良区のない地域や中山間地域などがあり、農地の条件は多様であります。

こうした状況の中で担当区域を定めることは、担当区域の農地の条件によっては過

度の負担が懸念されることから、市内全域を一つの区域ととらえ、広域的な活動をし

ているところであります。

次に、農業委員の配置についてであります。

平成２８年４月１日施行の「改正農業委員会法」に基づき、平成２８年１２月定例

会において「農業委員の定数を１９人とする条例」をご可決いただき、平成２９年７

月臨時会において「農業委員１９人の任命について」ご同意いただいたことにより、

平成２９年７月２０日に新体制に移行しております。

本市の農地に関する問題は、任命された１９人の農業委員の活動によって解決すべ

きものであることから、農業委員会の活動を補助する者の設置については考えていな

いものであります。

ご質問の第２点は、「健康の駅」活動についてであります。

まず、健康関連活動の市内での現状についてでありますが、運動機能低下防止を目

的とした地域介護予防活動では、自主グループが市内１４カ所で１４グループ、２３

９人が各地区公民館等の施設を利用して、継続的な健康づくりに取り組んでおりま
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す。また、糖尿病などの生活習慣病予防活動では、市内８カ所で４１７人が参加して

いるほか、地区組織活動では、食生活改善推進員やメンタルヘルスサポーターなど３

８９人が、市内各地区において食を通じた健康づくりの推進や心の健康づくり活動を

展開しております。

次に、県内の先進的な取り組みについてでありますが、「健康の駅横手」では、ら

くらく体操、体力テスト、健康チェックなど、健康の駅サポーターが特技を生かした

活動や、健康運動指導士などの健康の駅スタッフが常駐し、参加者の健康状態や目的

に合わせた健康づくりをサポートしていると伺っております。

次に、本市が取り組む上での課題については、平成２６年９月定例会の一般質問で

初めて健康の駅設置のご提言をいただいた時点から、担当部署で継続して研究・検討

しておりますが、既存施設を利用しても、健康の駅設置基準である駅長の配置、日

曜・祝日も含めた施設開放、保健師や健康運動指導士など専門職員の常駐など、現状

でも困難であります。

しかしながら、体制は遣いますが、健康づくりに関する本市の取り組みと内容は、

健康の駅が目指すものと同様の役割を果たしていると考えているところであります。

ご質問の第３点は、職員定員管理計画等についてであります。

まず、職員数の２０名削減についてでありますが、削減の対象は、従来の方針どお

り保育士と技能労務職を退職不補充とするものであります。このうち保育士につきま

しては、各保育園の管理運営を指定管理しているため退職不補充としているものであ

り、退職不補充となった人員につきましては、同法人が必要に応じて確保していくも

のと考えております。また、技能労務職につきましては、非正規職員を配置すること

で対応することとしており、保育士と技能労務職以外の一般行政職につきましては、

本市の課題解決と行政サービスを維持していく観点から、人員削減の対象とはせず、

退職者数を補充していく計画としております。

次に、従来の定員管理計画との遠いについてでありますが、先ほど申し上げました

定員管理計画の考え方は、第３次行政改革大綱の定員管理計画の考え方を踏襲したも

のであります。

次に、正規職員の削減と非正規職員の増減についてでありますが、第３次行政改革

大綱の計画初年度である平成２６年度と今年度を比較すると、平成２６年度は臨時職
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員６７人、嘱託職員１０４人に対し、今年度は臨時職員６３人、嘱託職員７７人と

なっており、臨時職員数は横ばいであるのに対し、嘱託職員数は２７人の減となって

おります。嘱託職員の減少は、市長部局が６人の減、教育委員会が２１人の減となっ

ており、その職種は出張所長や館長、出張所窓口、学校支援員、公民館主事などで、

再任用職員の配置や人員配置の見直し、事業の見直しなどがその要因であります。

市といたしましては、効率的な行政運営を進める上で人員配置や事業の見直しは随

時必要と考えておりますが、今後増加していく再任用職員を活用するほか、臨時職員

及び嘱託職員の必要数を確保し、市民ニーズに対応した質の高い行政サービスの提供

に努めてまいります。

ご質問の第４点は、休日のイベント業務にかかわる時間外労働等についてでありま

す。

まず、現状と従来からの対応方法についてであります。

現在、休日のイベント業務に必要な人員の確保は、担当課から各所属に人数を割り

当てる形で協力依頼しており、その勤務に対しては、原則、時間外勤務手当を全額支

給しております。

過去には、本市発足直後の平成１７年度から平成２５年度まで、週休２日制の趣旨

である総労働時間の短縮、休日数の確保、職員の健康維持、超過勤務による職員の活

力低下及び行政改革における超過勤務の抑制などの観点から、休日の振替措置を実施

しておりましたが、協力職員の本務への影響を考慮し、平成２６年度からは時間外勤

務手当の全額支給に切り替え、現在に至っているものであります。

次に、現時点での具体的な問題点についてであります。

イベント業務への協力に際しては、平日の場合は可能な限り時差出勤制度を活用

し、職員の長時間労働の抑制と時間外勤務の縮減に努めておりますが、休日の場合

は、原則、時間外勤務手当を完全支給することにより、職員の休日数が減少している

状況にあります。また、過去と比較しても、現在の職員１人当たりの有給休暇の取得

日数や時間外勤務の時間数に大きな差がないことから、職員の総労働時間の短縮が

進んでいないものと考えております。

職員が心身ともに健康で職務に従事するためにも、総労働時間の短縮と時間外勤務

の縮減は、組織課題として取り組むべきものと認識しております。



- 92 -

次に、時間外労働分の振替休日の対応についてでありますが、平成２５年度以前と

同様、振替休日を指定する際は、職員の希望を十分考慮するとともに、振替休日に対

する庁内意識の高揚を図ってまいります。

また、数値効果３９０万円につきましては、平成２８年度のイベント業務に要した

時間外勤務手当の支給実績額から、これを振替措置したと仮定した場合に見込まれる

額を試算したものであります。

この振替休日の措置は、職員の休日数を確保することで時間外勤務手当の縮減が図

られることになりますが、市といたしましては、職員が心身ともに健康で自己の能力

を十分に発揮してこそ、質の高い行政サービスの提供につながるものと考えておりま

す。

以上であります。

○議長（三浦利通君） 再質問、三浦一郎君。

○２番（三浦一郎君） それでは、きょうは順番に再質問させていただきたいと思いま

す。

まず、新農業委員会法での対応の仕方のことなんですが、市長は前の答弁のときは

ですね、熟慮に熟慮を重ねて、また熟慮をして決めたとってことは、そういう話なん

ですけれども、三つの案はどういう内容なのか定かではないんですが、そういうのが

仮にあってもですね、自分はもう「オール男鹿体制」で全体的な新しい農業で取り組

むっていうことなんですが、かなり抽象的で、農業委員会の中身についてよく検討さ

れたりしてやった結果なんでしょうか。そして、こういう形でやると「オール男鹿」

になると言ってますが、論理が飛躍しすぎていて、市長は何もこう、俗に言うとク

レームはないと言ってますが、私はまず聞くとですね、結局、船越地区にそういう農

地利用とか調整、そういうのが一番必要なのに、そこに農業委員を置かないで、どう

してそこの農業のですね課題を解決して発展していくのか。しかも、船越地区は今あ

れですね、１億円の花の団地とかそういうことをやったんですが、それはその前にい

た農業委員の皆さん方が、地域のことなので集約したりどうのということでいろいろ

頑張っていたっていうことで、この間、農協のですね生産者大会でも評価されて表彰

されていました。そういうところからですね農業委員を、みんなで１９人もいるんで

すね、メンバーは。１人も任命できない形でいて、どうしてその「オール男鹿」で農
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業が発展していくんでしょうか。まずその点について伺います。

○議長（三浦利通君） 武田農業委員会事務局長

【農業委員会事務局長 武田誠君 登壇】

○農業委員会事務局長（武田誠君） ただいまのご質問で、一つの地区に限った問題解

決はどうするのかというようなお話でありましたけども、これまでも答弁しておりま

すとおり、農業委員の任命にあたっては、地区を限定することなく任命するという法

律に基づいて１９人を任命しております。ただし、ご質問にあったとおり、任命され

た農業委員が推進員、現場の問題等の相談事に乗るために担当区域を設けるというこ

とは、議員ご質問の１８条に書かれているとおりであります。しかしながら、先ほど

市長が答弁しましたとおり、担い手への集積率が８５パーセントを超えている地区が

ある一方、集積率が６０数パーセントと低い地域もあります。あるいは、所有する農

地の面積の中で、不作付の農地が、作物のついていない農地が５０パーセント、半数

を抱える地域がある一方、不作付地が数パーセントというそういった地域もあって、

地区の農地の条件はさまざまであります。そういったことから、選任された１９人の

農業委員が推進員の役割を担っていくために地区を限定しようとした際、必ずしも１

人に一つずつ地域を割り当てたのでは、その割り当てられた地域の条件によっては相

当負担が大きくなる地域も発生するということから、１９人全員で男鹿全体の農地の

問題を解決していこうという考え方のもとで活動しているところであります。

○議長（三浦利通君） 三浦議員

○２番（三浦一郎君） 男鹿市の場合は、農業委員と、それから新しい利用のスタイル

のことについては兼務してやるわけですから、兼務していた農業委員が船越地区から

どうして１名も選ばれないんでしょうか。しかも、３００ヘクタールぐらいはあるん

ですよ。しかも、新しい営農の関係で、いろんな団地形成とかでもそれにしろ、特に

農業委員的な人は必要なところになってるわけです。しかも、ほかの地区はみんな地

元の出身地区、 低１人行ってますね。あとそれ以外の複数にも農業委員割り当て

なってるところもあるわけですから、そこら辺見るとね、だれが見たってそれはおか

しいんじゃないですかというのは普通じゃないでしょうか。特別こう、考えなくても

ね。しかも、今答弁の中にあっては、全体でやると言いますが、地域がいろいろ違う

状況があるから、あなたは例えば船越地区なら主にとか、ほかの払戸地区なら主にと
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か、そういうことでやって、担当地区って言わなくてもそこにいれば大体それ担当に

なりますでしょう。それは選挙で選ばれたときも同じだし、今回選挙制度でないけれ

ども、わざわざ前にやってたこととね一体でみんながほかの地区に全員行って、そう

いうふうにして見ていく必要もそれあるんですか。従来の農業委員会制度で何か限定

されていたからっていうことで、何か特別不都合なことでもあったんでしょうか。で

すから、そこら辺ですね、現状と答弁の内容が全然ずれてるわけですね。簡単に言う

と、言い訳的に言わなければ何とも始末がつかないからそんな言い方をしてると、率

直にそういうふうに受けております。

しかもですね、法律上に農地利用 適化推進委員を置くっていうのは、今回の法律

でできた目玉ですよ。目玉の法文に、担当する地域の大きさはそれにしても、わざわ

ざその事務については担当する農業委員を決めなさいと書いてるんですよ。ですか

ら、これ法律の柱じゃないですか。その法律の柱とね、ずれたような感覚で今話され

ていますが、随分やっぱり食い違いが大きすぎると思います。ですから現場の農家の

人方は、なぜそんなに必要性があるところにそういうのを置かないのって、みんな言

いますよ。任命したのが去年の７月だから、半年少し過ぎたんですけども、ますます

そういう声が大きくなってきてますよ。素直に聞けばね。市長さんさは何もね、農家

から困ったとか何だとかと、そういう人は聞いたことないって言いますが、市長、農

家に素直に聞いてみてください、全員さ。払戸地区の人もみんな言いますよ。野石地

区の人も。もちろん脇本地区の人も。あと、船川、男鹿中、北浦、全部言ってます

よ、農家の方は。ですから、そういう実態をですね、まだこれからも、次の任期まで

は２年半近くあるわけですから、そんな不協和音がある農業運営と農業委員の選び方

をしておいて、「オール男鹿」ってなりますか。「オール男鹿」の前に、農業の

「オール男鹿」ってならないでしょうが。これはやっぱり速やかに改善していくと。

市長は農民の本当の声を聞いてね、そういう対応をしていくのが、より改善していく

形になっていくと思いますけれども。ですから、１９人に決めてやったことはそれは

それでいいんですよ。もう過ぎてしまって何ともならないから。しかも、新しい法律

上でも、農業委員の定数っていうのは任期満了のとき以外はいじってはならないと

なってますから、それはそれでいいんですが、じゃあカバーするためにはどういう方

法があるか。船越の地区の人、言ってるでしょうが。ほかの地区の農業の皆さん来て
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も、船越の皆さんそう言わないけども、来た人が不案内だって言ってるんだから。

だって、ほかの地区から来るからね。だから、船越の地区から少し一緒になって、簡

単に補助的にね、それでペアを組むなり、ほかの複数人を入れてもいいんですが、そ

ういう日常の農業委員会の事務的な活動とかいろんなチェック活動をしていくのが普

通じゃないですか。ですから、まだ始まって半年ちょっとなんですから、ちょっとだ

け改善をしていくと。そうしないと、地域感情からいってもですね、市長は簡単に

「オール男鹿」って言ってますが、逆のことじゃないですか。そこら辺でひとつ、ぜ

ひ、もう一遍あれですか、そこら辺について補助的なことも含めて、船越地区からぜ

ひ選んでいけるようなそういうことを考え直すっていうかね、検討してみるとか、そ

ういうことはできないんでしょうか。その点まず、じゃあ確認します。

○議長（三浦利通君） 武田農業委員会事務局長

【農業委員会事務局長 武田誠君 登壇】

○農業委員会事務局長（武田誠君） 船越地区という限定した地区のお話になってしま

いますけども、先ほど私がお答えしました、集積率が高いとか所有農地の中で不作付

の面積が非常に少ないといった地域は、船越地区も入ります。非常に集積が進んで、

既に担い手に大部分の面積が動いていて、スムーズに営農が進んでいるような地域の

方に入ります。もちろん、その現場で相談もできないという苦情があるとすればです

ね、急いで解決する必要はあると思いますので、具体例等があったらぜひ農業委員会

の方にお話ししていただければ、この１９人が、我々が解決していくという総意のも

とで活動しているわけですので、むしろ活動が鈍いとか何をやっているんだというお

叱りを受けることはあるにせよ、補助員を置くということには、農業委員の１９人も

多分納得はしないだろうと。むしろ自分たちの活動をしっかり見ていってもらいたい

というのが、現在の任命された農業委員の考え方だろうと思います。そうした中で、

定数を決める際にも、通常であれば農業委員と推進委員両方を置く市町村に入ったと

すれば、農業委員の定数を、会議を主とする農業委員の定数をごく少数にして、現場

で活動を推進する推進委員を、国が基準とする限度まではもっていかなくても、相当

数準備する必要があった中で、農業委員だけで推進委員の役割を果たしていくという

ことから、男鹿市の面積規模でいくと１９人が 大であったわけでして、そこまで農

業委員の定数を議会で可決いただいたわけですから、やはりその時点で推進委員の活



- 96 -

動も兼ねていくと決まったからには、１９人の活動に３年間全力を尽くしていきたい

と考えております。

○議長（三浦利通君） さらに、三浦議員。

○２番（三浦一郎君） 今のお話はですね、そういう言い方すればそうなりますが、

じゃあほかではですね、やっぱり集積かなりしてる地区もあるわけでしょう。でも、

そこには複数の農業委員もいるわけですね。なぜ船越地区だけは置かないのか。です

から、そこら辺ね少し論理的に合わないんじゃないですか。そこの点をまずこう指摘

しておきますし、このことについてはですね、またいろいろ話ができる機会もあると

思いますから、そのことについてはここら辺にしたいと、そういうふうに思っており

ます。

ただですね、現役の農業委員の皆さんでもですね、はっきり言ってるのは、簡単に

言えば船越から選べばいいのではないのかなと、いろんなね法律による制約とかそう

いうのは何もわからない、普通の素直な気持ちとしてはそういうことも言っています

し、しかも任命された立場ですからね、いろんなことがあればそれは、あちこち回り

なさいっていえばそれはそれで回っていくと、そういうのは当然職務上の責任として

それはあることですから、ですから、その方々からね大多数が何も言ってないから問

題がないんですよっていうことではないわけですので、そこら辺ですね、やっぱり隠

れてる指示に基づいたやっぱり運営改善の仕方をして、ぜひまた進めていってもらい

たい、そういうふうに思っております。

じゃあ、またほかのテーマもありますから、そうすればですね、この健康の駅って

いうことについては、先ほど平成２６年にも提案があったということなんですが、男

鹿市のですね現在の実情からいきますと、類似のようなそういうことについては基準

が高すぎて少し難しいと。それよりは、随分男鹿でもですね、先ほど市長の報告とい

いますかね答弁にもあったように、少しずつそれに似たような取り組みが広がってき

ているということですから、そこら辺についてはどういうふうにこれから考えていき

ますか。その点、また確認のためにお話しいただきたいと思います。

○議長（三浦利通君） 柏崎市民福祉部長

【市民福祉部長 柏崎潤一君 登壇】

○市民福祉部長（柏崎潤一君） お答えいたします。
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この健康の駅につきましては、先ほど答弁にもありましたように、いろいろと検討

は重ねてございます。施設のことでございますので、特に検討の対象となっているの

は保健センターとか総合体育館でございます。相談指導体制からいくと保健センター

が適なところ、それから実技、それから設備に関しては総合体育館がそれに適する施

設かと思いますけども、どちらも健康の駅の要件になります、例えば自由な出入りと

かですね、それから自由開放するというところで施設的な問題がございます。体育館

におきましては各種スポーツ大会が開かれる時期もありますし、保健センターにつき

ましては検診があったりデイサービスがあったりということで、どちらも集約するに

はちょっと不都合が多いというような検討をしているところであります。それで、今

の、先ほど答弁しましたように、いろいろな健康教室、それから介護予防教室を小さ

い単位で開いております。施設的に集約する方法よりも、こちらから出向いて小さな

集まりで広げていくと、それで浸透を図るという方法が今の男鹿市にとってはふさわ

しいのではないかということで、その地道な細かい普及の方、進めているというとこ

ろでございます。

以上です。

○議長（三浦利通君） 三浦議員

○２番（三浦一郎君） 私も地域にいますとですね、今言った健康保持のためのグルー

プづくり、随分、市の職員の皆さんもこまめに活動してやられるということは実感を

しております。ぜひ地域の希望に沿うような形で、また前向きな取り組み方をお願い

できればなと、そういうふうに思います。

それで、三つ目のテーマの市の職員の定員のことなんですが、市長の答弁による

と、じゃあこれからは保育士と技能労務士は、あと正職員としては採用しないと。そ

して、ずっとあと非正規職でいくと、こういうことの考え方なようなんですが、じゃ

あ行く行くは保育士も技能士もゼロになると、正職員は、そういうことなんですか。

そこの確認、まずお願いをしたいと思います。

○議長（三浦利通君） 船木総務企画部長

【総務企画部長 船木道晴君 登壇】

○総務企画部長（船木道晴君） お答えします。

市長がお答えしておりますように、保育士につきましては、現在、各保育園を指定
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管理ということで保育会の方へ指定管理をさせております。市の職員であります保育

士につきましては、基本的に保育会の方へ派遣をしているという現状にありますの

で、市としては、保育士が退職した場合、それを補充せず、保育会の方で必要に応じ

て保育会の職員として保育士を確保していくということになります。また、技能労務

職につきましても不補充と、退職不補充という方針でございまして、これは必要に応

じまして再任用者、再任用制度、あるいは臨時的任用等々でその業務を補ってまいり

ますけれども、いずれにしましても、この保育士と技能労務職については、この後も

退職不補充ということで進めていくこととしております。

○議長（三浦利通君） 三浦議員

○２番（三浦一郎君） 保育士のことについては大体そういう方向だってわかったんで

すが、ただ、技能労務士についてはですね、普通、事務職は行政職の１、技能労務士

は行政職の２ということで、今、基本的なね正職員に位置づけた体系の中で採用し

て、従来はそういうふうになってますが、じゃあ行政職２表というのは、それに基づ

く職員というのはもう、近い将来なくなると、こういうことになるんでしょうか。そ

れ一つと、ほかの自治体でもですね、皆、俗に言う正職員減らして非正規職をふやす

と、これが基本のことのようですが、行政職２表、事実上いないようなことについて

は、県内とかほかの例とかあるものでしょうか。そこら辺こうわかりましたらお答え

をしていただきたいと思います。

○議長（三浦利通君） 船木総務企画部長

【総務企画部長 船木道晴君 登壇】

○総務企画部長（船木道晴君） お答えします。

いわゆる行２の職員でございますけれども、これは先ほど来申し上げておりますよ

うに、退職者を不補充ということで方針でございますので、今いる行２の職員がすべ

て退職した際には、行２の職員はいなくなるということになります。

県内の他の事例でございますけれども、ちょっと承知しておりませんのでよろしく

お願いします。

○議長（三浦利通君） 三浦議員

○２番（三浦一郎君） それでは、次の四つ目のテーマの方に移りたいと思いますが、

イベントにかかわる業務です。
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市長の答弁の中ではですね、前はですね休む日が少なくなったので時間外払って、

忙しいさをですね、職員のそれを何ていうか緩和すると、そんなことのようでした

が、今度はまたそうすればですね、時間外は払わないで、それは振替休日にしていく

と、そういうことにしていきますとですね、振替休日があらかじめ職員のですね土日

の出た日が決まると同時に、休む、普通のウイークデイに休む日を決めなければなら

ないということなんですが、そういう取り組みをきちんとやれる体制っていいます

か、人員の配置になってるわけですか。そこの実情について、まずひとつお伺いをし

ます。

○議長（三浦利通君） 船木総務企画部長

【総務企画部長 船木道晴君 登壇】

○総務企画部長（船木道晴君） イベント、休日の業務に関する振替休日の指定・対応

ということでございますが、当然、現状の中で、平成２５年度以前もそのように対応

できておりましたので、私どもとしては十分振替休日で対応できる現状にあるという

ふうに認識しております。

○議長（三浦利通君） 三浦議員

○２番（三浦一郎君） また伺いますが、部長はそういうふうにおっしゃってますが、

普通ですね事前にきっちり振替休日を指定してやってるっていういろんな事業所とか

そういうことについては、ほとんど守られてないのが普通なんですね。じゃあ男鹿市

の場合の平成２５年以前のそのときには、きちんと土日の分ね、いついつ振替休日に

しますと、きちんと確認をして、そして振替休日を取得していたのですか。それと

も、いやいやそれ間に合わなくなったから、後でその分振替にならないので、代休と

して扱って残業は払いますと、そういうことがあったのではないかなと自分は思いま

すけども、実際やったときはどういう事情でした、お聞かせください。

○議長（三浦利通君） 船木総務企画部長

【総務企画部長 船木道晴君 登壇】

○総務企画部長（船木道晴君） お答えします。

過去に対応していた際のことでございますが、詳細につきましてはすべてちょっと

私も把握はしておりませんけれども、おおむねきちんと対応していたというふうに

思っております。
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○議長（三浦利通君） 三浦議員

○２番（三浦一郎君） おおむねそういうことにしたようだとのことのようですが、

じゃあ今度また新しく取り組むわけですから、その基本的なことはですね十分に念頭

に置きながらやっていただきたいと思いますが、これもですね、よくいろんな職場に

はあるんですが、男鹿市の場合は市の職員労働組合がありますので、事前にあれです

か、この休日振替とかそういうことについても、あらかじめ十分に話をして合意をし

ていかないと、それは法律違反になっちゃいますから、そこら辺ですね、事前な協議

についてはきちんと念頭に置いているんでしょうか、伺います。

○議長（三浦利通君） 船木総務企画部長

【総務企画部長 船木道晴君 登壇】

○総務企画部長（船木道晴君） この時間外労働の振替休日対応につきましては、行政

改革大綱に位置づけていくというようなことで、職員労働組合とは既に１回は協議を

行っております。ただ、まだ職員労働組合からは理解が得られていないという現状で

あります。

○議長（三浦利通君） 三浦議員

○２番（三浦一郎君） 今の答えが重要なところなんですね。理解を得られてないって

いうところは、どういう理由を挙げて組合の方では話されてるんですか。だから私が

心配するのは、前にもそういうことやったけども実態は全然違うということなのか、

それとも、どういうことをお互いに話して、課題のポイント、そちらで話する差し障

りなかったら教えてください。

○議長（三浦利通君） 船木総務企画部長

【総務企画部長 船木道晴君 登壇】

○総務企画部長（船木道晴君） お答えします。

今ちょっと詳細な資料、私手持ちにございませんが、総務課長が組合の方と交渉を

しております。その中では、組合としては、私が報告受けた感覚で申し訳ございま

せんが、職員労働組合としては、どのような理由であれ、なかなかこの振替休日対応

をやっていいということにはならない。要するに、職員労働組合としては、この対応

についてはゴーサインは出せないというようなことは伺っております。

○議長（三浦利通君） 三浦議員
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○２番（三浦一郎君） そうすればあれじゃないですか、有給休暇もね消化できないよ

うな職場環境にあるようなことも聞いてありますから、そういう点でですね、それで

また振替休日とかっていってみても、仕事は忙しくなるし、振替も満足に対応できな

いっていうことで、それで現状の中でのそれについてはまだいろいろ検討中というこ

とではないんでしょうか。ですから、事務職員はね減らさないっていうことで、そう

いうのは大変いいことだと思いますが、むしろ仕事の見直しとかいろいろして、振替

休日をきちっとやるっていったら、正職員のですね配置する定員をふやさないといけ

ないんじゃないですか。ですから、現場の皆さんは難色を示すっていうか、有休も満

足に消化ってばいろんな言い方が変なんですが、それも普通にとれない。しかも、ま

たそれに対して振替休日、仕事も間に合わない、そんなことがあって平成２５年以降

はね、全部残業で、一部でもそこら辺埋め合わせをしてきたっていう経過があるん

じゃないかと思いますが、そこら辺ですね、もしきっちり振替休日で、仕事もそれで

ウイークデイのやつがなくても終わるっていうことの計算ができていけるのかどう

か。そうしないと、その職員の削減どころか事務職の定員増を考えなければならない

と思いますが、そこら辺はどういうこう腹構えっていうかね、職員を使う意味で、ど

ういう状況をつくってやって頑張っていくと、そういうふうに考えてるのか、そこら

辺ですね、考えてることを教えていただきたいと思います。

○議長（三浦利通君） 船木総務企画部長

【総務企画部長 船木道晴君 登壇】

○総務企画部長（船木道晴君） まず一つは、市として各種イベント、休日にございま

すけれども、これについて、市の職員が協力といいますか、業務で参加して、それに

ついて時間外手当を払ってるという現状でありました。このイベントへの市のかかわ

り方について、やはり抜本的に改革をしていく必要があるのではないかというような

こともございますので、市の職員でなくてもできるような部分に市の職員が行ってい

ると。私どもとしては、市の職員でなければできないものがありますので、市の職員

はそちらの方へ集中をしていただくというような観点から、このイベントへの市の職

員のかかわり方については、この後見直しをしていきたいというふうに考えておりま

す。当然、振り替えた場合に業務に支障があるかとなりますと、私どもはその課、あ

るいは課内の業務をうまく配分すれば、十分これは対応が可能だというふうに思って
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おります。昨今話題になっておりますように、やはり超過勤務によって事故が起きた

というような、いわゆる過労死ラインが厚労省のあれですと月８０時間というのが示

されておりますけれども、ちょっと記憶で申し訳ございませんが、今年度も月８０時

間を超える時間外勤務をした職員が２０人ほどはいるというふうに記憶してございま

す。どうしても全体の超過勤務、過重な超過勤務については、是正をしていく必要が

あるというふうに認識してございますので、やはり課内、あるいは部内で事務のき

ちっとした配分を行いながら、１人の人に過重にならないような形で行政事務を執行

していきたいというふうに考えております。

○議長（三浦利通君） 三浦議員

○２番（三浦一郎君） そうすればですね、いずれにして職員の健康管理にもつながり

ますから、ぜひ職員労働組合とはきちんと話をして、見切り発車しないでですね、合

意を得るように努力をお願いをしたいと思います。

いつも時間オーバーしてますから少し早めに終わりたいと思いますが、ただ一つだ

けね気になる点があってですね、市長の方に苦言を呈しながら話したいと思います

が、やっぱり農業委員会のその運営のですねやっぱり現状をですね、２年半後にはき

ちんと正常化するとしても、それまでの間にやっぱりカバーするそういう部門を船越

地区に設けなければならないと思いますから、市長は、この間のスポーツの集会です

か、こういうことを言ってましたね。学ぶっていうことは、心に誠を刻むことだと。

大変いい言葉だと思っています。ただ私思うにはね、この農業委員会のいろんな一連

のことについては、誠を刻むまでは全然いってないと思いますね。ですから、ただ普

通のですね対応というかね常識的に考えても、やっぱり直すべきことは直すと、そう

いう考え方で見直しすることも、男鹿とかいろんな未来の発展につながると、そうい

う観点でですね、ぜひこれからも取り組んでいってもらえればなと、そういうふうに

思います。

以上で質問を終わりたいと思います。ありがとうございました。

○議長（三浦利通君） ２番三浦一郎君の質問を終結いたします。

喫飯のため、午後１時まで暫時休憩いたします。

午前１１時５５分 休 憩
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午後 １時０１分 再 開

○議長（三浦利通君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

次に、１番佐藤巳次郎君の発言を許します。１番佐藤巳次郎君

○１番（佐藤巳次郎君） 御苦労さまでございます。今期 後の議会となりまして、

後の一般質問でございます。市長からは誠意あるご答弁を期待して、質問に入らせて

いただきます。

第１点として、第４次行政改革大綱についてお伺いします。

男鹿市は人口の減少、少子高齢化が急速に進む中で、今後厳しい行財政運営が危倶

されております。

財政の健全性が必要不可欠であります。そういうなかでの第４次の行政改革が、市

民の納得できる市民本位の行政、市民のニーズにこたえる行政運営ができるかどうか

であると考えますが、市長は今後４年間の行政改革大綱における市民の満足度に十分

こたえるものになっていると考えているのか、 初にお伺いするものであります。

次に、第４次行政改革大綱の中で４点について伺います。

一つ目としては、基本目標として「地域特性を踏まえたまちづくりの推進を支える

適な行政サービスの確立」としておりますが、具体的には市民への 適な行政サー

ビスの確立とはどういうサービスなのか、伺いたいと思います。

二つ目として、住民票等のコンビニ交付の検討が行政の取り組み事項としてありま

す。そして、取り組み内容として実施の有無を検討するとなっています。平成３０年

度に調査・検討するとして、行政改革期間である平成３３年度まででも実施は先送り

の内容となっております。なぜ実施年度を期間内に示せないのか。湯沢市では、平成

３０年度から証明書のコンビニ交付導入が予算化しております。夜間や休日でもいつ

でも交付できる、市民の多くが期待している行政サービスの具体化でありますが、な

ぜ早期にできないのか。調査・検討したら実施はすべきと考えますが、できない理由

を明らかにしてほしいと存じます。また、県内他市の実施状況についてもお伺いいた

します。

三つ目として、子育て支援事業について伺います。

現在、市では子育て応援米支給事業として、１８歳未満の児童に対し、対象児童１

人から２人世帯に白米１０キログラム、３人以上世帯に白米または玄米３０キログラ
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ム、新米あきたこまちを支給しておりますが、それを子育て負担軽減策としての面で

のメリットが薄く、新たな子育て支援に切りかえるとして、新たに保育料の助成や一

時預かり、病後児保育などの対象サービスの利用をしやすくするとして、平成３０年

度からの実施としております。具体的には、子育て支援策がどう変わるのか、財源は

どれほどになるのか、効果はどうなるのか、お伺いいたします。

また、子育て中の世帯から高校生までの医療費の無料化や通学費の支援、給食費へ

の支援をとの声が多く市民から出ていますが、これらについて市長はどういう考えを

持っておられるのか、行政改革の中に加える考えはないのか、お伺いいたします。

四つ目として、家庭系ごみの減量化とごみ手数料の有料化について伺います。

男鹿市のごみの１人１日当たりの排出量は、平成２８年度で６６５グラムで、平成

３２年度の目標の５００グラムに対して３割ほど多く、県内２５市町村では一番多い

状況からして、減量とリサイクル、資源化について、市広報や出前講座等による啓発

活動、生ごみ処理講習会の開催などを実施して市民への浸透と実践を図るとして、そ

の進展状況により、家庭系ごみ有料化の導入がより効果的であると判断される場合、

市民に対して説明会等を実施し、理解を求めた上で有料化の導入を具体化する取り組

み内容となっております。平成３０年度実施して、１人１日当たり４０グラム減にし

たいとしております。私はまず、市で取り組もうとしている諸施策である、ごみの排

出量削減のための減量とリサイクル資源化について、広報掲載や出前講座、生ごみ処

理等の講習会の実施等、市民に徹底周知することを具体化し、減量化の意義を市民に

理解してもらう作業が、まずやることが重要であります。しかし、実施は平成３０年

度に実施し、１人１日４０グラム減量するとしている。何で実施時期が平成３０年度

になるのか。市民の声を聞く前に実施時期を決めていることは、まさに先に有料化あ

りきであり、実施時期を明示することは撤回し、減量化策を市民に理解を求め実践す

ることが先決であると考えますが、市長はどう考えて平成３０年度実施なのか伺いま

す。

また、現在使用しているごみ袋の生産原価は幾らになっているのか、流通過程はど

うなっているのか、市民の購入までの価格はどうなっているのか伺うものでありま

す。

第２点目は、介護保険料の引き上げでなく引き下げについてお伺いいたします。
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男鹿市の介護保険料は、平成２７年度に第６期男鹿市老人福祉計画・介護保険事業

計画によって大幅引き上げを行い、市民負担が県内一となりました。今回、平成３０

年度の第７期老人福祉計画・介護保険事業計画を作成していますが、今回、計画作成

にあたりアンケート調査と意向調査を実施していますが、その結果で明らかになった

ことは何か、計画にどう反映させているのか伺います。

今回の事業計画では、介護保険料の引き上げが計画されています。介護保険料を、

所得別に９段階ある中での基準である第５段階の介護保険料を月額５１２円アップの

７，１５７円とし、７．７パーセントのアップ率となっています。年間保険料は８万

５，８０４円となり、 高額の第９段階で１４万６，００４円と大きな負担額です。

県内で介護保険料の引き上げ予定の自治体はあるのか、あったら月額保険料は幾らに

なるのか、本市の保険料は 高額となっているのか、お伺いいたします。

また、一つとして、第６期計画の要介護認定者数が計画と実数に大きな差異がある

のはなぜか、２００人以上の過大な計画となっているがなぜか、それが介護保険料の

大幅引き上げにつながったと考えるがどうか伺います。

二つとして、今回の引き上げ理由は何か。

三つとして、現在の財政調整基金は幾らあるのか。

四つとして、介護給付費は予算どおりの見込みと考えているのか、予算額と計画額

とに大きな差があるのではと思いますが、なぜか伺います。

五つとして、今年度の決算見込みを幾らと想定しているのか、お伺いするものであ

ります。

第３点として、公共交通のあり方と子どもと高齢者への低料金の交通制度について

お伺いいたします。

市内のバス運行を見ていると、乗客は学校への通学での子どもたちと高齢者の病院

への通院や買い物をするための利用がほとんどで、その乗客数は全く寂しい限りであ

ります。しかし、バスより交通手段がない方々にとっては、バスは貴重な交通手段で

す。

平成２８年度の決算によると、バス会社等へ９，５５１万円の委託料の支出、運賃

収入が８３１万円、利用乗客数は５万７７６人となっています。委託料を乗客数で割

ると、１，８８１円という、高いｌ人当たり額となります。また、１日当たり乗客数
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は、年間２５０日として１日２０３人、また、バス１台に４人程度の乗客人数です。

バス料金は、収入３万３，２４０円ということになります。まさに費用対効果で言う

なら、大変な採算割れであります。

現在、過疎地での交通手段をどう確保するかで議論されており、交通体系や料金の

あり方等を検討し、実際、地域住民から喜ばれている自治体もあると伺っておりま

す。近くの秋田市では、１００円コインバスで大幅に乗客数がふえて、低料金で乗客

に喜ばれております。私は、この問題を議会でも取り上げてきておりますが、来年度

予算には生活バス路線の確保維持を行うとともに、将来の公共交通のあり方について

検討することとし、地域公共交通網形成計画策定事業費として予算化し、公共交通の

活性化及び再生に関する法律及び道路運送法の規定に基づき、市の公共交通のマス

タープランとなる男鹿市地域公共交通網形成計画を策定するとしており、市民が低料

金で安心して乗れる計画づくりを期待するものであります。市で考えている公共交通

の現状と今後のあり方についてどう考えているのか、お伺いしたいと存じます。

第４点として、船川地区の活性化策について伺います。

昨年から工事を進めている複合観光施設の建設事業が、７月オープンを目指して急

ピッチで工事が進められております。私は船川地区の多くの市民の声として、市民が

交流できるお風呂に入って運動機能回復施設を含めた温浴施設の建設と、老朽化した

公民館の２階にある図書館を新たに改築し、市民の多くが待ち望んでいる多機能を持

つ学習の場としての図書館の建設を切に期待していますが、今まで何度も質問してき

ましたが、複合観光施設ありきで実現のめどが立っていません。市長は市立図書館の

現状をどう見ているのか、図書館のあるべき姿が今では大きく多様化し、本を見るだ

けではなく、市民の成長を担う大きな役割があります。温浴施設、市民の交流施設、

図書館改築は、船川地区の発展にとっては必要不可欠と考えますが、市長はどう考え

ているのか。男鹿市の中心市街地の活性化にとっては必要であり、複合観光施設の利

用にも大きく貢献できるものと考えます。

また、市で、来年度の新規事業として男鹿周辺土地利用計画策定事業として３００

万円を予算化し、複合観光施設の開業、男鹿駅の移転による新たな人の流れ及び中心

市街地におけるにぎわいや触れ合いを創出するため、男鹿駅周辺の未利用地の利用計

画を策定するとしていますが、市が考える利用計画とは具体的には何か、伺いたいと
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存じます。市民のワークショップの開催をどのようにするのかについてもお伺いいた

します。

また、ＪＲ用地の取得が問題になっていますが、市としては、取得の時期、ＪＲ用

地の利用計画を議会に提出してほしいと考えますが、市長の見解をお伺いするもので

あります。

以上で１回目の質問といたします。

○議長（三浦利通君） 菅原市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） 佐藤議員のご質問にお答えします。

ご質問の第１点は、第４次男鹿市行政改革大綱についてであります。

はじめに、大綱の基本目標についてであります。

「地域特性を踏まえたまちづくりの推進を支える 適な行政サービスの確立」を基

本目標とし、その実現に向け、行政運営の質の向上、市民との協働の推進、財政健全

性の確保の取り組むべき三つの方向性を定めております。

行政改革とは、単なる歳出の削減ではなく、市民サービスの向上と行政運営の質の

向上が重要であり、地方自治法に掲げる「住民の福祉の増進」に向け、「 少の経費

で 大の効果」を上げる行政運営を確立するため継続的に取り組むべきものであると

考えております。限られた財源の中で、市民ニーズや社会経済環境の変化に対応し

た、効率的で質の高い行政サービスの提供に努めてまいります。

次に、住民票等のコンビニ交付についてであります。

コンビニ交付サービスは、全国約５万店舗のコンビニエンスストアなどの端末を活

用しマイナンバーカードを利用することで、市役所の窓口開庁時間にとらわれず、夜

間や休日でも証明書の発行が可能となることにより、市民の利便性向上につながるも

のと考えております。

県内では、横手市と由利本荘市が既にサービスを開始しており、秋田市が平成３０

年度秋に開始を予定しているほか、湯沢市、大館市及び仙北市でも平成３０年度に予

算化し、年度内にサービス開始を予定しております。

しかしながら、サービスの導入には、既存システムの改修や証明発行サーバの構築

費及びコンビニ事業者への委託料や証明書交付センターへの負担金など、多額の費用
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を要することから、マイナンバーカードの普及状況などを見きわめながら、今後検討

したいと考えているものであります。

次に、子育て支援事業についてであります。

昨日も安田議員にお答えしておりますが、新年度より、県と連携した「すこやか子

育て支援事業」の拡充を図り、保育料の助成や一時預かり、病後児保育などの対象

サービスの利用をしやすくしてまいります。

財源については、新年度からの事業であり、予算は年々増加を見込み、６年後は５

００万円を超える見込みであります。効果については、未就学期間の子育てにおける

不安の解消や子育てに関する安心感の醸成を図り、理想とする子どもの数３人につな

げてまいります。

子育て応援米支給事業は過疎債事業であったことから、これまでの予算相当額で他

の事業を実施することは困難であります。また、子育てに関する経済的支援や補助の

拡大等については、本市の財政状況や特性を考慮しつつ、他市の取り組み状況も参考

としながら、個々の施策の見直し等も含めて検討してまいりたいと存じます。

次に、家庭系ごみ減量化とごみ手数料の有料化についてであります。

私の市政運営の所信として申し述べておりますが、本市のごみの総排出量は減少し

ているものの、家庭系ごみの１人１日当たりの排出量は、県平均を大きく上回ってお

り、県内２５市町村では一番多い状況にあります。

今後も、ごみ処理に係る全体の経費は上昇していくものと考えられ、さらに人口の

減少の影響を受けて、市民１人当たりの負担は増加していくものと見込まれていま

す。このことから、ごみの減量化やリサイクル・資源化を推進するため、第４次男鹿

市行政改革大綱の初年度である平成３０年度から、市民への説明会の実施、広報や出

前講座、生ごみ処理講習会の実施など、あらゆる機会をとらえて啓発活動を行い、市

民への浸透と実践を図った上で、その進捗状況により導入が効果的であると判断され

る場合、有料化の導入を具体化するとしているものであります。

次に、指定ごみ袋の価格についてであります。

市では、指定ごみ袋の規格等を規定し、その規格を満たしているものの製造を許可

しておりますが、流通や販売方法、販売価格についての規定はなく、市では関与して

いないものであります。指定ごみ袋は商品として流通しているものであり、製造原価
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については把握していないものであります。

ご質問の第２点は、介護保険料の引き下げについてであります。

はじめに、アンケート調査等の結果及び計画への反映についてでありますが、市で

は、計画の策定にあたり、地域の抱える課題や必要な介護サービスのあり方を検討す

るため、「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」、「在宅介護実態調査」の二つのアン

ケート調査を実施しております。これらの調査結果から、地域での支え合いや見守り

等の必要性、軽度の段階での適切なサービス利用のための相談体制づくりなどが、今

後市が取り組むべき課題ととらえ、高齢者の自立支援・重度化防止に向けた取り組み

として「介護予防の充実」を図るとともに、「地域住民への普及啓発」、「総合相談支

援」、「在宅医療・介護連携の推進」、「認知症施策の推進」などを計画に反映したも

のであります。

また、介護サービス事業者へ第７期計画期間中における事業参入意向調査も実施し

ており、グループホームの整備意向を示した法人が１法人ありましたが、グループ

ホームについては既に充足されている状況であるため、第７期計画における介護サー

ビス基盤整備については、見込んでいないものであります。

次に、県内他自治体の介護保険料の改定状況についてであります。

県内他市の状況でありますが、秋田市以外は引き上げの見込みと伺っております。

また、県内町村の算定状況については把握していないものでありますが、本市の介

護保険料は、第６期に引き続き、県内自治体の中では高い状況にあると考えておりま

す。

次に、第６期計画における要介護認定者数の推計値と実数との差異についてであり

ます。

計画を策定するにあたり、要介護認定者数については、被保険者数の推計値に要介

護認定率の伸び率等を勘案して推計しております。市では、要介護認定申請の相談対

応において、すぐにサービスを利用する必要のない方については、サービス利用が必

要なときに申請するよう対応しているところであり、きめ細かな相談対応をすること

によって、推計ほど要介護認定者数は伸びなかったものと考えております。

しかしながら、介護サービス受給者数については、平成２７年度２，１５８人、平

成２８年度２，３６５人、平成２９年度２，３９９人と増加しており、サービス利用
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が多いことが保険料の算定に影響しているものと考えております。

次に、今回の介護保険料の引き上げの要因についてでありますが、サービス利用の

増加による給付費の増加や高齢化の進展により、被保険者全体に占める６５歳以上の

第１号被保険者の割合が増加したことから、第１号被保険者の負担割合が１パーセン

ト引き上げられたことが影響していると考えております。

市では、介護保険財政調整基金１億１千万円を取り崩し、保険料増加の抑制を図っ

ているところでありますが、保険料の据え置きまでには至らなかったものでありま

す。

次に、介護保険財政調整基金の現在高についてであります。

平成３０年２月末現在、約１億５，３００万円となっておりますが、今年度中に給

付費への補てんとして４，２７０万円を取り崩す予定としており、年度末の残高を約

１億１，０００万円と見込んでいるものであります。

また、平成２９年度の介護給付費については、２月までの実績で予算執行率８１．

４パーセントとなっておりますが、１２月及び１月実績が前年同期比較で５パーセン

ト増で推移していることから、現計予算規模と見込んでいるものであります。

第６期計画の給付費との予算額との差についてでありますが、第６期計画期間中に

ショートステイの増床は見込んでおりませんでしたが、平成２７年度は４２床、平成

２８年度は２９床、平成２９年度は３２床が増床となっております。このことが影響

して、計画値より介護給付費の予算額が増加の見込みとなっているものであります。

また、決算見込みにつきましても、現在のところ現計予算規模となると見込んでい

るものであります。

ご質問の第３点は、公共交通のあり方と子どもと高齢者への低料金の交通制度につ

いてであります。

現在、市では、「男鹿市公共交通総合連携計画改訂版」に基づき公共交通に係る事

業を実施しておりますが、総人口の減少やマイカーの普及に伴う移動手段の変化等に

より、路線バスの輸送人員は減少している一方、維持に係る費用は増大している状況

であります。

しかしながら、通院、通学や買い物など、日常生活を送るための移動手段としての

需要に加え、高齢化の進展やそれに伴う運転免許自主返納者の増加が見込まれること
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から、公共交通の維持確保は今後も重要であると考えております。

市では、平成３０年度に「男鹿市地域公共交通網形成計画」の策定を予定してお

り、策定にあたっては、地域住民や事業者から伺ったご意見を踏まえながら、効率的

かつ利便性の高い、将来にわたって持続可能な公共交通ネットワークの構築を目指し

てまいります。

ご質問の第４点は、船川地区の活性化策についてであります。

昨年の６月定例会でもお答えしておりますが、男鹿市立図書館の更新及び新たな温

浴施設の建設につきましては、現在、具体的な計画はございません。

男鹿駅はＪＲ男鹿線の起終点駅であり、さらに市内各所と公共交通機関で結ばれて

いる点を生かし、男鹿駅周辺への人の流れと、新男鹿駅前広場の整備等により複合観

光施設との連続性の実現が図られ、大きな経済効果が期待できます。また、駅の移設

リニューアルにより、男鹿観光の玄関口としての魅力の向上・強化が図られ、大きな

イベントが行われる海側と商店街の往来がよくなることで、まちのにぎわいにもつな

がってまいります。

市といたしましては、現在の男鹿駅や駅前周辺の商店街について分断されたエリア

とすることなく、複合観光施設を中心とした男鹿駅周辺の観光拠点化に向けた取り組

みを強力に推進することで、船川地区全体の活性化に向けた環境整備を進めてまいり

ます。

次に、ＪＲ用地の利用計画と市民ワークショップ、用地取得時期についてでありま

す。

平成３０年度当初予算にも提案しておりますが、男鹿駅周辺土地利用計画策定事業

において、議会とも十分協議をするとともに、市民ワークショップなども開催しなが

ら利用計画案を策定してまいりたいと考えております。

なお、ＪＲ用地の取得については、今後、ＪＲ秋田支社と協議してまいります。

以上です。

○議長（三浦利通君） 再質問、佐藤巳次郎君。

○１番（佐藤巳次郎君） それでは、再質問させていただきます。

初に、行革にかかわることでありますが、この住民票等のコンビニ交付の検討と

いうことで、調査・検討が平成３０年度と、その実施時期が、この行革の期間内には
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実施するということにはなっていないわけですが、全く市の方の考えでは、財政が大

変なのでということでめどがないということの答弁だったかと思いますが、実際は

コンビニ交付することによってどのぐらいの予算が必要なのか。湯沢市で平成３０年

度からやるのは、新聞報道によれば３，０００万円ほどということになっています

が、それぐらいということで理解していいのかどうか。

それにしても、この４年間で実施のめどがつかないというほど財源がないというこ

となのか。市民にとっては非常にコンビニ交付を期待しているわけで、ぜひ期間内に

実現するということが必要かと思いますが、かなり県内でもコンビニ交付はやってき

ているわけなんで、ぜひ市の方で実現のめどをきちっとしてほしいと思いますが、そ

こら辺についてもう一度お答え願いたいと思います。

それから、子育て支援事業について、応援米事業はメリットが薄いということで、

他の保育料の助成、一時預かりとか病後児保育等へ支援したいということですが、具

体的に保育料の助成をどこまでどうするのか、それから一時預かりはどうなのか、病

後児保育をどうするのか、具体的にこの支援策を示してほしいなということでありま

す。

子育て応援米支給事業では、かなりの予算を置いて、今後４年間でも２，０００万

円以上になるんじゃないか、継続してやればですよ。それを今回切りかえして、財源

がどのほどを見込んでいるのか、そこのあたりもひとつ併せてお聞かせ願いたいな

と。

それと、高校生までの医療費の無料化とか通学費の支援、給食費等への支援という

のが、どう考えているのか。この先も全然見込みはないという考えなのか。段階的に

進めようとしているのか。かなり他の自治体ではやっているわけなんで、ぜひ取り組

みをしてほしいわけですが、そこら辺についてもお聞かせ願いたいと思います。

それから、家庭系のごみの減量化、ごみ手数料の有料化について、今年度にこの減

量のために各町内会等で説明会等をやって、減量化に理解をしてほしいということで

やりたいということですが、それはそれで必要なわけですが、市の方のこの行革から

見れば、有料化を年度内にするということですが、有料化が効果的であると判断され

る場合、市民に理解を求めて有料化にしたいということですから、市民に相談しない

で実施は今年度だと、平成３０年度だということは考えられない、おかしいんでない
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かと。市民がどう判断するのかわからない中でよ、市はやりたいということで、これ

がやはり有料化ありきということなので、これはやはり有料化は今年度実施というこ

とは、少なくともですよ撤回すべきでないかと。行革大綱の見直しが必要じゃないか

と思いますけれども、市長は、この説明と有料化と一緒に出すということなのか。具

体的にはどのぐらいの有料化ということを考えているのかですよ。前回、３年前です

か出したときは、ごみ袋１０枚当たり６００円にしたいという案も出たわけですけれ

ども、そこのあたり市長はどう考えているのか。ぜひ市民の合意が得るという中での

実施時期を明らかにするべきで、この段階で実施年度を３０年度にするということは

撤回してほしいということについて、お聞かせ願いたいと思います。

それから、介護保険料のことですが、市の方の計画からすれば、私は非常に、現在

の介護保険会計の中での医療給付費が、介護給付費だすな、非常に見込み違いしてる

と。今年度の 終的な介護給付費を４７億１，０００万円にしているわけですな。私

の計算では、そういう数字はなっていかないと。幾ら過大に見積もってもですよ、こ

の１月までは、監査委員の方から出てくる介護給付費の実績ですな、毎月出ています

けれども、それから計算しても４７億１，０００万円というところにはとてもじゃな

くて、去年より若干５、６，０００万多い、その程度で終わると私は見ていますよ。

それを約２億円も介護給付費が余るということが、私は見えてるんじゃないかと。そ

れを４７億１，０００万円を基本にして介護保険料をアップさせるということは、

あってはならないと。市長は４７億１，０００万円になると、こう言ってるわけです

な。本当になるすか、こういう多額な額に。去年が４４億台ですよ。せいぜいいって

も４５億ちょっとですよ、と私は見込んでるすよ。１月時点での数字と、この２月、

３月の給付費がどうなるか。これを見てもですよ、２億程度は給付費が下がると。あ

なた方の計画よりもですよ。２億円を、余り仮に私の方が仮にあったとすればです

よ、この今回の値上げ案ですな、この値上げ案の保険料の増加の要因としてこうなっ

ていますよ。介護認定者等の増加等により給付費が年々増加してると。平成２８年度

の給付費等の実績が４４億５，０００万円。今回が４７億１，０００万円で、２億

６，０００万円増加の見込みだと。それが介護保険の４７４円の増加につながってる

わけですな。私は、この分はまるっきり増加にならないと計算してますよ。そうする

ことによって、今回の値上げ案は値上げしなくていいと。そしてまた、今回の決算見
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込みがどう出るかわかりませんけれども、私は少なくともそれなりの剰余金が出ると

思いますよ。今回の基金残高がですよ、市長が言ったように１億５，３００万円ある

わけ。これは逆に言えば、これ、この額で軽減できると。私はそう思っています。で

すから、今回の値上げ案はやらなくてもいいと、逆に引き下げることが可能じゃない

かと私は思っていますが、そこら辺についてお答え願いたいと思います。

○議長（三浦利通君） 柏崎市民福祉部長

【市民福祉部長 柏崎潤一君 登壇】

○市民福祉部長（柏崎潤一君） 再質問にお答えいたします。

まず、住民票等のコンビニ交付の経費でございます。

現在、このシステム等を行う場合にどれくらいかかるという試算でございますけど

も、現在の住基システムをこのコンビニ交付に向けて改修するために約５００万円、

それから発行そのもののサーバを構築するのに１，２００万円、それから年間大体３

００万円ほどかかるということで、１，７００万円ぐらいかかるんじゃないかという

ふうな試算をしております。これはあくまでも住民票と印鑑証明でかかるものでござ

います。これを戸籍の方まで含めますと、この倍ぐらいかかるんじゃないかというよ

うな、いわゆるこのシステムを全国的に運営している会社の、人口５万人未満の市で

はこのぐらいかかるという見積もりの額でございます。大体１，７００万円ぐらいと

いうことでございます。このほかに年間３００万円のランニングコストと、コンビニ

には１枚当たり１１５円の手数料を払うというようなことになってございます。

こういうふうに多額の予算がかかるわけでございますが、例えば住基システムの改

修について、いわゆる市で持っている住基その他行政システムの更新時期に合わせて

これを含んだ改修をすると、この分はちょっと浮くのかなというような考えも持って

まして、もしこの後、コンビニ交付に対してなるべく安価にやろうとすれば、このシ

ステム更新の時期がひとつのめどになろうかとは思いますけども、実は男鹿市は 近

システム更新したばっかりでございまして、この先まず５年以上先というふうなもの

でございます。ただ、このシステムも大分こう導入する自治体がふえてきて、全体的

にこの経費が下がってきているという傾向もございますので、こちらの方はその動向

を見きわめながら、またそれから、かかる経費に見合うような効果が認められた時期

に行いたいというような今考え方でございます。
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次に、子育て支援策でございます。

これに関しましては、昨日も県のすこやか支援に同調する形で進めていくというこ

とでございまして、いわゆる一時預かり、それから病後児保育等の年額１万５，００

０円を上限に、それを支援するというような支援策でございます。

先ほど説明しましたように、この応援米につきましては過疎債を利用してございま

したので、ほぼ一般財源からはわずかしか出ていないということでございまして、こ

の県のすこやか支援策に対応するだけで、５年後には５００万円以上かかるというこ

とでございますので、この年間８００万円ぐらいのかかっていました子育て応援米、

４年分でも３，０００万円ぐらい、これをそのまま他事業に充てるということは困難

であるというような回答をしたところでございます。

そういう状況から、いわゆる高校生までの医療費無料、それから通学費の補助につ

きましても、全体の支援策、それから財源の状況を見ながら考えていきたいというよ

うなところでございます。

それから、ごみでございますけども、ごみの有料化につきましては、有料化する時

期を平成３０年度としていることではございませんで、ごみ減量化に伴う積極的な説

明会、それから減量化に伴いますＰＲ・啓発活動を平成３０年度からスタート、さら

に強化して進めるということでございまして、その状況を見て、有料化が もよい手

立てと判断された場合に有料化をするということでございまして、平成３０年度から

有料化のための説明をするということではございませんのでよろしくお願いします。

それから、介護保険でございますけども、先ほどおっしゃいました件ですけども、

現在の平成２９年度の決算見込み４７億円、これにつきましては、現計予算でほぼい

くのであろうという見込みを立てております。したがいまして、７期の見込みは、こ

の今回説明しておりますこの増額分、それから７期期間中に、今まで平成２９年度ま

でで整備されたいわゆる基盤施設等がフル稼動したというような条件で７期の給付費

の見積もりを行っておりますので、これにつきましては、説明しているとおり影響額

は４７４円になるだろうというような見込みを立てているわけでございます。

重ねての説明になりますけども、今年度の決算見込みは、現在の現計予算で推移す

るものと考えております。

以上です。
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○議長（三浦利通君） さらに、佐藤巳次郎君。

○１番（佐藤巳次郎君） 今部長が話した介護保険料の引き上げ関係からちょっとお聞

きしますが、１月までの介護給付費の見込みはどのぐらいになってるのか。そして、

年々、月々徐々に介護給付費も上がってはきてますよ。で、１月分はどのぐらいに

なってるのか。私の計算からいけばですよ、１月分は４億２，０００万円程度だと思

いますよ、１月分だけですな。４億１，０００万円でしたか。仮に２月、３月が４億

３，０００万円かかったとみてもですよ、１年間の介護給付費は４５億１，７００万

円程度ですよ。給付費２月、３月分を 大見積もってもですよ。それからすれば２億

円余るんです。あなた方の計算はよ、今までの介護給付費のトータルと２月、３月

で、何で４７億１，０００万円になるのか。一月の額がよ大幅に引き上げなければで

すよ、２月、３月分を給付費がどーんと余計ならねえばそうはなってはいかない数字

だすよ。そこら辺ひとつお答え願いたいです。

昨年度、平成２８年度が４４億５，０００万ですよ。で、今年度が４７億１，００

０万円と。こんな大きな数字にはならない。特別な事情がなければですよ。そうすれ

ば、私がさっき質問しましたように、この引き上げする必要はないと。ましてや、基

金が今年度も仮に出てきたり、今までの基金を使うとすればですよ、引き下げも十分

可能だと、私はそう判断してるんです。ですから、今回の介護保険の事業計画なりの

見直しが必要になってくるんじゃないかと。事業計画そのものの見直しもよ、あんた

方で見直ししなければよ、つじつま合わなくなってくるということになるんじゃない

かと私は思っておりますので、そこら辺をもう一度お答え願いたいなと思っていま

す。

それと、ごみの関係ですけれども、そうすれば、この行革大綱を見ればですよ、実

施年度が平成３０年度となってるんですよ。そうすれば、これを見る限りだすよ、値

上げも説明も同じ年度にやるという理解が、私の理解がおかしいんだと。市民にいろ

いろ説明して減量化に協力してもらいながら、いつ了解とるかわからないけれども、

値上げは理解ができたという判断の上で引き上げをするという行革だとすればです

よ、この行革案の書き方がおかしいんでないかと思いますよ。そこら辺はどう考えて

いるのか、ひとつお聞かせ願いたいなと。

実施が平成３０年度ですよ、実施が。で、４０グラム減だと。これは、有料化しな
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ければ、この文章を見る限りはだすよ、有料化と一緒だと私は理解しているので、そ

のあたり私が間違っていれば別ですけども、どういう時点でそうすれば有料化という

ことが出てくるのか、あなた方の見通しだすな、ひとつお聞かせ願いたいなと思いま

す。お答えください。

○議長（三浦利通君） 暫時休憩します。

午後 １時５７分 休 憩

午後 １時５７分 再 開

○議長（三浦利通君） 再開します。

柏崎市民福祉部長

【市民福祉部長 柏崎潤一君 登壇】

○市民福祉部長（柏崎潤一君） お答えいたします。

介護保険の今期のいわゆる決算見込みでございますけれども、ただいま１月分まで

で約４５億円ということでございましたけれども、それにつきましては・・・

○１番（佐藤巳次郎君） そう言わねえよ。３月までも入れて４５億円程度だと言って

ますよ。

○市民福祉部長（柏崎潤一君） いえ、今こちらで現計予算を見ておりますと、１月、

２月を残して４６億円ということで、詳しい数字を後ほどご説明したいと思いますけ

ども、議員おっしゃるような今の見積もりで２億円余るという計算にはならないとい

うことでございます。１月、２月、３月分までありますので、そのことについては、

詳しい数字は後ほどお知らせしたいと思います。

○議長（三浦利通君） 暫時休憩します。

午後 １時５８分 休 憩

午後 ２時０６分 再 開

○議長（三浦利通君） 再開いたします。

柏崎市民福祉部長

【市民福祉部長 柏崎潤一君 登壇】

○市民福祉部長（柏崎潤一君） ご説明いたします。



- 118 -

先ほどのお話でありましたとおり、１月現在３４億４，０００万円の給付費となっ

ております。この後、１月、２月、３月分、３カ月ございまして、一月大体４億円掛

ける３カ月分で１２億円、これで予算で考えております４６億５，０００万円という

ことの見込みだということでございます。

それから、行革におけるごみのところでございますけども、タイトルには有料化と

いうふうに書かれておりましたけれども、内容のところで、状況を見きわめて有料化

を検討するということでございまして、平成３０年度から有料化するという方針では

ございませんのでよろしくお願いいたします。

○議長（三浦利通君） 暫時休憩します。

午後 ２時０７分 休 憩

午後 ２時０７分 再 開

○議長（三浦利通君） 再開いたします。

１番佐藤巳次郎君の質問を終結いたします。

○議長（三浦利通君） 以上で、本日の議事は終了いたしました。

３月５日、午前１０時より本会議を再開し、議案に対する質疑を行うことにいたし

ます。

本日は、これにて散会いたします。

御苦労さまでした。

午後 ２時０８分 散 会


